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エネルギー価格高騰対策支援策を

確認しましょう

令和６年度補正予算で、重点支援地方交付金の追加があり、令和５年度に引き続き推奨事業メ

ニューとして「中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援」が採用されました。

交付金を受けた地方自治体が、特別高圧での受電、ＬＰガスの使用等エネルギー価格高騰の影

響を受ける中小企業の負担緩和支援事業を実施します。事業詳細は、地方自治体により異なりま

すので、都道府県等各地方自治体にお尋ねください。

地方交付金による中小企業向け『特別高圧』『LPガス』等の負担緩和策

令和６年度
補正予算

岩手県、東京都、愛媛県、徳島県等では、いち

早く申請受付が始まっており、他の自治体も順次

ホームページ等で申請受付が始まる予定です。

また、電気・ガス料金負担軽減支援事業も採択

され、家庭等の電力使用量の最も大きい冬期の電

気・ガス代を支援するため、１～３月使用分につ

いて補助が行なわれることも決まりました。こち

らは、各電力会社からの通知をご確認ください。

資源エネルギー庁「重点
支援地方交付金」を活用
した電気料金支援の継続
のお願い（都道府県宛
て）より抜粋

【例】東京都の事業概要

https://tokkolpg-shienkin.tokyo/
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